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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 
第59期 

第２四半期累計期間 
第60期 

第２四半期累計期間 
第59期 

会計期間 
自 平成28年７月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日 

自 平成28年７月１日 
至 平成29年６月30日 

売上高 （千円） 3,985,566 3,706,599 11,852,597 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △813,179 △770,865 905,051 

四半期純損失（△）又は当期純利益 （千円） △575,127 △566,596 615,959 

持分法を適用した場合の投資損失

（△） 
（千円） △19,909 △31,123 △35,735 

資本金 （千円） 1,010,200 1,010,200 1,010,200 

発行済株式総数 （株） 6,106,000 6,106,000 6,106,000 

純資産額 （千円） 2,420,405 3,012,684 3,662,600 

総資産額 （千円） 11,093,965 11,247,447 10,482,158 

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は当期純利益金額 
（円） △132.04 △125.30 140.38 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 20.00 20.00 60.00 

自己資本比率 （％） 21.8 26.8 34.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △894,776 △1,232,352 1,359,861 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △293,915 △226,391 △515,470 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,415,775 1,698,903 △819,220 

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高 
（千円） 613,452 651,414 411,227 

 

回次
第59期 

第２四半期会計期間 
第60期 

第２四半期会計期間 

会計期間
自 平成28年10月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成29年10月１日 
至 平成29年12月31日 

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △72.35 △53.04 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第59期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。 

４．第59期第２四半期累計期間及び第60期第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 
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２【事業の内容】

 当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社（非連結子会社３社及び関連会社５社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況 

 当第２四半期累計期間の当社の業績は、季節性などの要因により、売上高は37億６百万円（前年同期は39億85百

万円）、営業損失は７億55百万円（前年同期は７億64百万円の損失）、経常損失は７億70百万円（前年同期は８億

13百万円の損失）、四半期純損失は５億66百万円（前年同期は５億75百万円の損失）となり、前年同期と比較して

減収増益となりました。一方で、受注残高につきましては、前年同期を下回る66億５百万円（前年同期は69億39百

万円）を確保しておりますが、その利益性に関しては改善しており、当事業年度末に向けた事業活動は堅調に推移

しております。 

 各報告セグメントに関しては、「第４ 経理の状況 注記事項（セグメント情報等）Ⅱ当第２四半期累計期間

（自 平成29年７月１日 至 平成29年12月31日）」もご参照ください。 

 当第２四半期累計期間の報告セグメント別の状況は、次のとおりであります。 

 

（エンジニアリングコンサルティング） 

 当第２四半期累計期間においては、構造設計コンサルティング業務、住宅業界をリードするトップ企業からの差

別化に向けた投資に対応するシステム開発業務及び防災・減災のための解析業務が堅調に推移しました。また、当

第２四半期累計期間においては、前年同期と比較して、大型の不採算プロジェクトが存在しないため、減収となっ

ているにもかかわらず、収益性は改善しております。この結果、エンジニアリングコンサルティング事業における

当第２四半期累計期間の売上高は24億98百万円（前年同期は28億44百万円）、セグメント利益（営業利益）は１億

93百万円（前年同期は１億37百万円）となりました。また、受注残高につきましては、58億33百万円（前年同期は

61億28百万円）となっております。
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（プロダクツサービス） 

 当第２四半期累計期間においては、設計者向けＣＡＥソフト、クラウドベースのメール配信サービスなどの販売

が好調に推移しました。一方、販売活動の活性化による営業費用の増加等、本セグメントの費用が増加しました。

この結果、プロダクツサービス事業における当第２四半期累計期間の売上高は12億７百万円（前年同期は11億41百

万円）、セグメント利益（営業利益）は２億46百万円（前年同期は２億71百万円）となりました。また、受注残高

につきましては、７億71百万円（前年同期は８億11百万円）となっております。

 以上がセグメント別の概況でありますが、今後も全社一丸となり、年度計画の達成に向けて、受注獲得のための

営業活動を重点的に行ってまいります。 

 当社は前事業年度より、四半期配当制度を導入しておりますが、平成30年２月13日開催の取締役会において、平

成29年12月31日を基準日とした当第２四半期末配当金を、１株当たり10円とすることを決議いたしました。なお、

年間配当金の予想につきましては、１株当たり70円で変更はありません。 

 

(2）財政状態の分析 

（資産） 

 流動資産は、前事業年度末に比べて21.0％増加し、38億45百万円となりました。これは、主に現金及び預金が２

億40百万円、仕掛品が７億54百万円増加する一方、受取手形及び売掛金が５億78百万円減少したことによります。 

 固定資産は、前事業年度末に比べて1.3％増加し、74億２百万円となりました。これは、主に投資有価証券が66

百万円、ソフトウエアが18百万円増加したことによります。 

 この結果、総資産は、前事業年度末に比べて7.3％増加し、112億47百万円となりました。 

（負債） 

 流動負債は、前事業年度末に比べて40.7％増加し、52億96百万円となりました。これは、主に短期借入金が21億

30百万円増加する一方、未払費用が４億88百万円減少したことによります。 

 固定負債は、前事業年度末に比べて3.9％減少し、29億38百万円となりました。これは、主に長期借入金が２億

１百万円減少する一方、退職給付引当金が53百万円増加したことによります。 

 この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて20.8％増加し、82億34百万円となりました。 

（純資産） 

 純資産合計は、前事業年度末に比べて17.7％減少し、30億12百万円となりました。これは、主に利益剰余金が７

億58百万円減少したことによります。 

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析 

 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、６億51百万円（前年同期比37

百万円増加）となりました。 

 当第２四半期累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における営業活動による資金の減少は、12億32百万円（前年同期比３億37百万円の支出

増）となりました。主な要因は、税引前四半期純損失７億71百万円、売上債権の減少額７億36百万円、たな卸資産

の増加額７億55百万円、未払費用の減少額４億88百万円であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における投資活動による資金の減少は、２億26百万円（前年同期比67百万円の支出減）と

なりました。主な要因は、投資有価証券の取得による支出74百万円、有形固定資産の取得による支出75百万円、無

形固定資産の取得による支出50百万円であります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における財務活動による資金の増加は、16億98百万円（前年同期比２億83百万円の収入

増）となりました。主な要因は、資金の流入では短期借入金の純増額21億30百万円、資金の流出では長期借入金の

返済による支出３億93百万円、配当金の支払額１億90百万円であります。 

 

- 4 -



(4）生産、受注及び販売の実績 

① 生産実績 

 当第２四半期累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％） 

エンジニアリングコンサルティング 2,054,836 94.1 

プロダクツサービス 829,166 114.4 

合計 2,884,002 99.2 

（注）１．金額は総製造費用より他勘定振替高を控除した金額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

② 受注実績 

 当第２四半期累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 受注高（千円） 
前年同四半期比 

（％） 
受注残高（千円） 

前年同四半期比 
（％） 

エンジニアリングコンサルティング 4,104,491 86.2 5,833,699 95.2 

プロダクツサービス 986,062 100.2 771,583 95.1 

合計 5,090,554 88.6 6,605,282 95.2 

（注）１．金額は販売価額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

③ 販売実績 

 当第２四半期累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％） 

エンジニアリングコンサルティング 2,498,710 87.8 

プロダクツサービス 1,207,888 105.8 

合計 3,706,599 93.0 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

 

(6）研究開発活動 

 当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は１億28百万円であります。 

 なお、当第２四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 21,624,000 

計 21,624,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成29年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成30年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 6,106,000 6,106,000 

東京証券取引所 

JASDAQ 

（スタンダード） 

単元株式数は 

100株であります。 

計 6,106,000 6,106,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成29年12月31日 － 6,106,000 － 1,010,200 － 252,550 

 

- 6 -



（６）【大株主の状況】

    平成29年12月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社南悠商社 東京都港区虎ノ門４-１-35 490 8.02 

服部 正太 東京都品川区 436 7.16 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１-８-11 282 4.62 

資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口） 
東京都中央区晴海１-８-12 236 3.87 

構研所員持株会 東京都中野区本町４-38-13 207 3.40 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２-２-１ 200 3.28 

有限会社構研コンサルタント 東京都千代田区神田神保町１-103-501 150 2.46 

富野 壽 神奈川県茅ケ崎市 144 2.37 

阿部 誠允 東京都武蔵野市 93 1.53 

中野 一夫 東京都中野区 43 0.71 

計 － 2,284 37.41 

（注）１．上記のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式282千株は、信託業務に係る株式数で

あります。 

２．上記のうち、資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式236千株は、信託業務に係る株式数でありま

す。 

３．上記の他、当社所有の自己株式1,272千株（20.84％）があります。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

1,272,500 

－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

4,832,200 
48,322 － 

単元未満株式 
普通株式 

1,300 
－ － 

発行済株式総数 6,106,000 － － 

総株主の議決権 － 48,322 － 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,800株含まれておりま

す。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数78個が含まれております。 

２．単元未満株式数には、当社所有の自己株式28株が含まれております。 

３．上記の他、財務諸表において自己株式として認識している当社株式は283,100株であります。これは、平成

28年ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式236,100株及び役員向け株式給付信託が保有する当社株式47,000株に

つき、会計処理上当社と平成28年ＥＳＯＰ信託及び役員向け株式給付信託は一体のものであると認識し、当

該株式を自己株式として計上しているためであります。なお、役員向け株式給付信託が保有する当社株式に

ついては、信託期間中、議決権を行使しないものとします。 

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社構造計画研究所 

東京都中野区本町4-38-13 

日本ホルスタイン会館内 
1,272,500 － 1,272,500 20.84 

計 － 1,272,500 － 1,272,500 20.84 

（注） 上記の他、財務諸表において自己株式として認識している当社株式は283,100株であります。これは、平成28

年ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式236,100株及び役員向け株式給付信託が保有する当社株式47,000株につ

き、会計処理上当社と平成28年ＥＳＯＰ信託及び役員向け株式給付信託は一体のものであると認識し、当該株

式を自己株式として計上しているためであります。なお、役員向け株式給付信託が保有する当社株式について

は、信託期間中、議決権を行使しないものとします。 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年７月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

① 資産基準               0.9％ 

② 売上高基準               － 

③ 利益基準              △0.2％ 

④ 利益剰余金基準           △0.6％ 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前事業年度 
(平成29年６月30日) 

当第２四半期会計期間 
(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 411,227 651,414 

受取手形及び売掛金 1,388,180 ※ 810,043 

半製品 29,349 30,723 

仕掛品 549,430 1,303,592 

前渡金 22,026 24,709 

前払費用 483,659 472,452 

その他 346,103 601,800 

貸倒引当金 △52,885 △49,561 

流動資産合計 3,177,091 3,845,175 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 1,753,578 1,751,577 

土地 3,267,401 3,267,401 

その他（純額） 135,493 121,672 

有形固定資産合計 5,156,473 5,140,651 

無形固定資産    

ソフトウエア 306,137 325,114 

その他 149,514 134,224 

無形固定資産合計 455,651 459,338 

投資その他の資産    

投資有価証券 272,199 338,391 

その他 1,422,499 1,467,646 

貸倒引当金 △1,757 △3,757 

投資その他の資産合計 1,692,941 1,802,281 

固定資産合計 7,305,067 7,402,271 

資産合計 10,482,158 11,247,447 

負債の部    

流動負債    

買掛金 249,018 241,383 

短期借入金 320,000 2,450,000 

1年内返済予定の長期借入金 725,659 533,125 

未払金 489,859 544,403 

未払費用 636,072 148,021 

前受金 748,903 909,682 

賞与引当金 － 298,978 

役員賞与引当金 － 37,341 

受注損失引当金 150 241 

その他 593,514 133,444 

流動負債合計 3,763,177 5,296,620 

 

- 10 -



 

    （単位：千円） 

  前事業年度 
(平成29年６月30日) 

当第２四半期会計期間 
(平成29年12月31日) 

固定負債    

長期借入金 1,095,235 893,769 

株式報酬引当金 － 15,951 

退職給付引当金 1,816,712 1,870,118 

役員退職慰労引当金 40,000 40,000 

資産除去債務 41,411 54,596 

その他 63,023 63,706 

固定負債合計 3,056,381 2,938,142 

負債合計 6,819,558 8,234,762 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,010,200 1,010,200 

資本剰余金 1,279,603 1,335,094 

利益剰余金 3,371,213 2,613,158 

自己株式 △2,020,748 △1,969,786 

株主資本合計 3,640,268 2,988,665 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 22,331 24,018 

評価・換算差額等合計 22,331 24,018 

純資産合計 3,662,600 3,012,684 

負債純資産合計 10,482,158 11,247,447 
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期累計期間 
(自 平成28年７月１日 

 至 平成28年12月31日) 

 当第２四半期累計期間 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 3,985,566 3,706,599 

売上原価 2,435,182 2,129,932 

売上総利益 1,550,383 1,576,666 

販売費及び一般管理費 ※１ 2,314,871 ※１ 2,332,478 

営業損失（△） △764,487 △755,811 

営業外収益    

受取利息 32 13 

有価証券利息 - 1,013 

受取配当金 1,498 1,510 

未払配当金除斥益 819 1,399 

その他 1,000 2,180 

営業外収益合計 3,352 6,118 

営業外費用    

支払利息 15,884 15,232 

コミットメントフィー 4,798 4,916 

関係会社出資運用損 20,194 0 

その他 11,166 1,022 

営業外費用合計 52,043 21,171 

経常損失（△） △813,179 △770,865 

特別損失    

固定資産除却損 － 324 

特別損失合計 － 324 

税引前四半期純損失（△） △813,179 △771,189 

法人税、住民税及び事業税 4,354 4,214 

法人税等調整額 △242,407 △208,808 

法人税等合計 △238,052 △204,593 

四半期純損失（△） △575,127 △566,596 

 

- 12 -



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期累計期間 
(自 平成28年７月１日 

 至 平成28年12月31日) 

 当第２四半期累計期間 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成29年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純損失（△） △813,179 △771,189 

減価償却費 112,729 129,629 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 57,498 53,406 

受注損失引当金の増減額（△は減少） 13,883 91 

賞与引当金の増減額（△は減少） 346,765 298,978 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 37,341 

受取利息及び受取配当金 △1,531 △2,537 

支払利息 15,884 15,232 

売上債権の増減額（△は増加） 752,428 736,916 

たな卸資産の増減額（△は増加） △500,129 △755,536 

前払費用の増減額（△は増加） 20,194 △1,987 

仕入債務の増減額（△は減少） △26,711 6,505 

未払金の増減額（△は減少） 49,235 27,481 

未払費用の増減額（△は減少） △503,824 △488,051 

その他 △288,007 △387,573 

小計 △764,765 △1,101,295 

利息及び配当金の受取額 1,531 12,383 

利息の支払額 △16,113 △14,166 

法人税等の支払額 △115,429 △129,274 

営業活動によるキャッシュ・フロー △894,776 △1,232,352 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △22,074 △75,119 

無形固定資産の取得による支出 △180,738 △50,462 

投資有価証券の取得による支出 △9,400 △74,500 

関係会社株式の取得による支出 △17,310 － 

関係会社出資金の払込による支出 △59,129 － 

その他 △5,262 △26,309 

投資活動によるキャッシュ・フロー △293,915 △226,391 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,900,000 2,130,000 

長期借入金の返済による支出 △359,152 △393,999 

自己株式の取得による支出 △30,646 △112,659 

自己株式の処分による収入 151,200 282,942 

配当金の支払額 △234,862 △190,982 

リース債務の返済による支出 △10,763 △16,397 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,415,775 1,698,903 

現金及び現金同等物に係る換算差額 621 27 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 227,705 240,186 

現金及び現金同等物の期首残高 385,747 411,227 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 613,452 ※ 651,414 
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【注記事項】

（追加情報）

１．従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について 

 当社は、従業員持株会（以下「本持株会」という。）に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行ってお

ります。 

(1）取引の概要 

 当社は、従業員の福利厚生の充実を図り、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の企

業価値の向上を図ることを目的として、本持株会に加入するすべての従業員を対象に、当社株式の株価上昇

メリットを還元する株式給付信託（以下、「平成28年ＥＳＯＰ信託」という。）を平成28年３月より導入し

ております。 

 平成28年ＥＳＯＰ信託では、当社が当該信託を設定し、当該信託はその設定後２年２ヵ月間にわたり本持

株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め一括して取得し、本持株会の株式取得に際して当社株式

を売却していきます。 

 信託終了時までに、当該信託が本持株会への売却を通じて当該信託の信託財産内に株式売却益相当額が累

積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する本持株会会員に分配します。また当社

は、信託銀行が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社株価

の下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済する

こととなります。 

 

(2）信託が保有する自社の株式に関する事項 

① 信託における帳簿価額は前事業年度400,336千円、当第２四半期会計期間309,291千円であります。信託

が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。 

② 期末株式数は前事業年度305,600株、当第２四半期会計期間236,100株であり、期中平均株式数は前第２

四半期会計期間403,983株、当第２四半期会計期間264,633株であります。期末株式数及び期中平均株式数

は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。 

 

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

 前事業年度282,727千円、当第２四半期会計期間130,193千円 
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２．役員向け株式給付信託について 

 当社は、取締役（社外取締役を除く。）及び当社と委任契約を締結している執行役員（以下「取締役等」と

いう。）を対象に、これまで以上に当社の中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを

目的として、役員向け株式報酬制度を導入しております。 

(1）取引の概要 

本制度は、取締役等の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」とい

う。）が当社株式を取得し、当社が定める株式給付規程に基づいて、各取締役等に付与するポイント数に相

当する数の当社株式及び当社株式の時価に相当する金銭を、本信託を通じて各取締役等に給付する株式報酬

制度です。 

 

(2）信託が保有する自社の株式に関する事項 

① 信託における帳簿価額は当第２四半期会計期間112,659千円であります。信託が保有する自社の株式は

株主資本において自己株式として計上しております。 

② 期末株式数は当第２四半期会計期間47,000株であり、期中平均株式数は当第２四半期累計期間15,666株

であります。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めてお

ります。 

 

（四半期貸借対照表関係）

※ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四

半期会計期間末残高に含まれております。 

 
前事業年度 

（平成29年６月30日） 
当第２四半期会計期間 
（平成29年12月31日） 

受取手形 ― 14,580千円 

 

（四半期損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 
 前第２四半期累計期間 
（自 平成28年７月１日 

  至 平成28年12月31日） 

 当第２四半期累計期間 
（自 平成29年７月１日 

  至 平成29年12月31日） 

給与手当 828,145千円 855,893千円 

退職給付費用 62,368千円 59,841千円 

 

 ２ 売上高及び営業費用の季節的変動 

前第２四半期累計期間（自 平成28年７月１日 至 平成28年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自 

平成29年７月１日 至 平成29年12月31日） 

 当社では、多くの顧客が決算期を迎える３月末から６月末に成果品の引渡しが集中する傾向があり、ま

たこの時期は比較的規模の大きなプロジェクトの売上計上時期に相当するため、第２四半期累計期間の売

上高及び営業費用は、第３四半期以降と比べ少ない傾向にあります。 
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

 
前第２四半期累計期間 

（自 平成28年７月１日 
至 平成28年12月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日） 

現金及び預金 613,452千円 651,414千円 

現金及び現金同等物 613,452千円 651,414千円 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成28年７月１日 至 平成28年12月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年９月９日 

定時株主総会 
普通株式 192,058 40.00 平成28年６月30日 平成28年９月12日 利益剰余金 

平成28年11月14日 

取締役会 
普通株式 48,014 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金 

（注）１．平成28年９月９日開催の定時株主総会での配当金の総額には、役員株式報酬信託及び平成28年ＥＳＯＰ信託

が保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、1,472千円、17,900千円含まれております。 

２．平成28年11月14日開催の取締役会での配当金の総額には、役員株式報酬信託及び平成28年ＥＳＯＰ信託が保

有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、368千円、4,094千円含まれております。 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年２月13日 

取締役会 
普通株式 47,864 10.00 平成28年12月31日 平成29年３月10日 利益剰余金 

（注） 平成29年２月13日開催の取締役会での配当金の総額には、役員株式報酬信託及び平成28年ＥＳＯＰ信託が保有

する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、368千円、3,736千円含まれております。 

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成29年７月１日 至 平成29年12月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年８月10日 

取締役会 
普通株式 143,594 30.00 平成29年６月30日 平成29年９月19日 利益剰余金 

平成29年11月13日 

取締役会 
普通株式 47,864 10.00 平成29年９月30日 平成29年12月８日 利益剰余金 

（注）１．平成29年８月10日開催の取締役会での配当金の総額には、役員株式報酬信託及び平成28年ＥＳＯＰ信託が保

有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、231千円、9,168千円含まれております。 

２．平成29年11月13日開催の取締役会での配当金の総額には、平成28年ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に対

する配当金が2,693千円含まれております。 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成30年２月13日 

取締役会 
普通株式 48,334 10.00 平成29年12月31日 平成30年３月12日 利益剰余金 

（注） 平成30年２月13日開催の取締役会での配当金の総額には、平成28年ＥＳＯＰ信託及び役員向け株式給付信託が

保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、2,361千円、470千円含まれております。 
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（持分法損益等）

 
前事業年度 

（平成29年６月30日） 
当第２四半期会計期間 
（平成29年12月31日） 

関連会社に対する投資の金額 364,071千円 364,071千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 344,621千円 313,498千円 

 

 
前第２四半期累計期間 

（自 平成28年７月１日 
至 平成28年12月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日） 

持分法を適用した場合の投資損失（△）の

金額 
△19,909千円 △31,123千円 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成28年７月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
エンジニアリング 
コンサルティング 

プロダクツ 
サービス 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 2,844,406 1,141,160 3,985,566 － 3,985,566 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － 

計 2,844,406 1,141,160 3,985,566 － 3,985,566 

セグメント利益又は損失

（△） 
137,945 271,751 409,697 △1,174,184 △764,487 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△1,174,184千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 
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Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成29年７月１日 至 平成29年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
エンジニアリング 
コンサルティング 

プロダクツ 
サービス 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 2,498,710 1,207,888 3,706,599 － 3,706,599 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － 

計 2,498,710 1,207,888 3,706,599 － 3,706,599 

セグメント利益又は損失

（△） 
193,359 246,084 439,443 △1,195,255 △755,811 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△1,195,255千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前第２四半期累計期間 

（自 平成28年７月１日 
至 平成28年12月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成29年７月１日 
至 平成29年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 132円04銭 125円30銭 

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（千円） 575,127 566,596 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 575,127 566,596 

普通株式の期中平均株式数（株） 4,355,688 4,521,838 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

２．株主資本において自己株式として計上されている役員株式報酬信託に残存する自社の株式は、１株当たり四

半期純損失金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

１株当たり四半期純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期累計期間

36,800株であります。なお、役員株式報酬信託は平成29年６月をもって終了しているため、当第２四半期累

計期間は該当ありません。 

３．株主資本において自己株式として計上されている平成28年ＥＳＯＰ信託に残存する自社の株式は、１株当た

り四半期純損失金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

１株当たり四半期純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期累計期間

403,983株、当第２四半期累計期間264,633株であります。 

４．株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式給付信託に残存する自社の株式は、１株当た

り四半期純損失金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

１株当たり四半期純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当第２四半期累計期間

15,666株であります。なお、役員向け株式給付信託は平成29年９月より導入したため、前第２四半期累計期

間は該当ありません。 
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２【その他】

 平成29年11月13日開催の取締役会において、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり剰

余金の配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額                 47,864千円 

② １株当たりの金額               10円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成29年12月８日 

（注） 平成29年11月13日開催の取締役会での配当金の総額には、平成28年ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に

対する配当金が2,693千円含まれております。 

 

 平成30年２月13日開催の取締役会において、平成29年12月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり剰

余金の配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額                 48,334千円 

② １株当たりの金額               10円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成30年３月12日 

（注） 平成30年２月13日開催の取締役会での配当金の総額には、平成28年ＥＳＯＰ信託及び役員向け株式給付信

託が保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、2,361千円、470千円含まれております。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

株式会社構造計画研究所 

取締役会 御中 

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員

  公認会計士 岩尾 健太郎  印 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員

  公認会計士 久保田 正崇  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社構造計

画研究所の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間(平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年７月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。 

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社構造計画研究所の平成29年12月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 



【表紙】
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【最高財務責任者の役職氏名】 取締役専務執行役員  湯口 達夫 
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日本ホルスタイン会館内 

【縦覧に供する場所】 株式会社構造計画研究所 大阪支社 
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長服部正太及び当社取締役専務執行役員湯口達夫は、当社の第60期第２四半期（自 平成29年10

月１日 至 平成29年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。 

 

２【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 


